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平成１４年５月２４日平成１４年３月期 決算短信（連結）

上 場 会 社 名 上 場 取 引 所 東証・大証株式会社 紀 陽 銀 行
コ ー ド 番 号 ８３７０ 本社所在都道府県 和歌山県
（ＵＲＬ http://www.kiyobank.co.jp/ ）
問 合 せ 先 責任者役職名 経営企画部長

ＴＥＬ（073）426－7133氏 名 成 田 幸 夫
決算取締役会開催日 平成１４年５月２４日 特定取引勘定の設置の有無 無

無米国会計基準採用の有無

１．平成１４年３月期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１）連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

％ ％ ％百万円 百万円 百万円
14年3月期 66,412 ( △ 10.9 ) △ 13,244 ( － ) △ 65,972 ( － )
13年3月期 74,505 ( △ 1.9 ) 3,585 ( △ 63.9 ) 2,606 ( △ 57.5 )

１ 株 当 た り 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 経 常 収 益
当期純利 益 1 当期純利益率 経常利益率 経常利益率株 当 た り 当 期 純 利 益

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
14年3月期 △ 225 43 △ 131.2 △ 0.4 △ 19.9
13年3月期 6 59 2.7 0.1 4.8

（注）①持分法投資損益 １４年３月期 23百万円 １３年３月期 17百万円
②期中平均株式数（連結）１４年３月期 普通株式 292,650,991株 第一回優先株式 49,165,000株

１３年３月期 普通株式 291,096,624株 第一回優先株式 49,165,000株
③会計処理の方法の変更 無
④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率。

（２）連結財政状態

１株当たり 連結自己資本比率総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 株 主 資 本 （国内基準）

％ 円 銭 ％百万円 百万円
14年3月期 2,866,751 62,612 2.2 69 70 7.18 ( )速報値
13年3月期 3,179,621 106,804 3.4 248 68 9.19

(注)期末発行済株式数（連結） １４年３月期 普通株式 404,545,192株 第一回優先株式 49,165,000株
１３年３月期 普通株式 291,098,861株 第一回優先株式 49,165,000株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

現金及び現金同等物営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年3月期 62,459 △ 65,951 24,759 57,753
13年3月期 △ 186,209 89,491 △ 13,455 36,469

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 3社 持分法適用非連結子会社数 社 持分法適用関連会社数 2社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 （新規） 社 （除外） 社 持分法 （新規） 社 （除外） 社

２．平成１５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
中 間 期 29,400 3,400 4,100
通 期 58,700 7,400 9,100

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 20円 79銭
※業績予想の利用に関する注意事項

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の４～６ページとともに、別添
しています新中期経営計画（改革プロジェクト）を参照してください。
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「平成１４年３月期の連結業績」指標算式

当期純利益－優先株式配当金総額
○１株当たり当期純利益 ＝

期中平均普通株式数 ＊

○株主資本当期純利益率

当期純利益－優先株式配当金総額
＝ × 100
｛（期首株主資本－期首発行済優先株式数×発行価額）+（期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷２

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額
○１株当たり株主資本 ＝

期末発行済普通株式数 ＊

「平成１５年３月期の連結業績予想」指標算式

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額
○１株当たり予想当期純利益 ＝

期末発行済普通株式数（当期末） ＊

＊自己株式及び子会社の所有する親会社株式を除く。
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株式会社 紀 陽 銀 行

企 業 集 団 の 状 況

当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行、連結子会社３社及び関連会社４社（持分法適

用会社２社）で構成され、銀行業務を中心に、事務代行業務、電子計算機関連業務などの金融サービ

スに係る事業を行っており、事業系統は次のとおりであります。

（☆は連結子会社、●は持分法適用会社）

銀 行 業 務 本店及び支店 ９６ 出張所 ８

連結子会社 ☆ 阪和信用保証株式会社

☆ 紀陽ビジネスファイナンス株式会社

事 務 代 行 業 務
連結子会社 ☆ 陽和ビジネスサービス株式会社

そ の 他 業 務

紀

陽 リ ー ス 業 務
関 連 会 社 ● 紀陽リース・キャピタル株式会社

銀 ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ業務

行

電 子 計 算 機
関 連 会 社 ● 紀陽ソフトウェアサービス株式会社

関 連 業 務

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務 関 連 会 社 株式会社紀陽カード

株式会社紀陽カードディーシー
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株式会社 紀 陽 銀 行

経営方針
１．経営の基本方針

当行は、「地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む」「堅実経営に徹し、たく
ましく着実な発展をめざす」を経営理念とし、経営基本方針である＜地域社会からの
強い信頼と支持される「紀陽」＞を実現するため、以下の５項目の確立を目指してお
ります。

①地域社会の一員として地域に役立つ企業であること
②徹底したサウンドバンキング
③地域のお客様への充実した総合金融サービス
④コンプライアンス・高い倫理観の経営
⑤活力と働きがいのある組織

２．利益配分に関する基本方針

当行は、厳しい経済環境のなかで、不良債権の予防的前倒し処理や最も厳しい基準
での有価証券の減損処理をおこない、今後見込まれるリスクの前倒し処理を積極的に
おこないました。この結果、平成１３年度は、大幅な赤字決算となりました。
この赤字決算により、株主の皆様には誠に申し訳ございませんが、配当の実施につ

いては見送らせていただきたく考えております。
また、赤字決算により発生いたしました欠損金につきましては、資本準備金および

利益準備金を取り崩すことにより、次年度以降に繰り越さずに、処理させていただき
たいと考えております。
今後は、復配および内部留保の蓄積に向け、新たに策定した中期経営計画のもと、

従来にも増して業務の再構築、効率経営に取り組み、全力を挙げて業績の回復に努め、
株主の皆様のご期待にお応えしたいと考えております。

３．中長期的な経営戦略

金融機関を取り巻く環境は、長引く景気低迷や資産デフレが進むなかで、今後とも
厳しい状況が見込まれます。今後は、厳しい環境のもと、これまで以上に環境変化に
的確かつ迅速に対応する必要が求められます。
このようななか、当行は、これまでの計画を見直し、平成１４年度をスタートとす

る中期経営計画（改革プロジェクト）を策定いたしました。
新たな経営計画の骨子は、「安定収益体質への変革」「組織体制の強化」「資産の健

全化」であり、具体的には以下のような施策を実践してまいります。

（１）安定収益体質への変革

中小企業向け融資や住宅ローンを中心とした消費者ローンを推進してまいります。
また、お客様の資産運用の多様化に応え、預金に加え、投資信託等の「預かり資産」
の増加を推進してまいります。一方、事務の効率化や営業体制の見直し、既存店舗の
改革、人件費をはじめとする営業経費の削減、ローンセンター等の特化型店舗の拡充
等をおこない、経営の効率化にも努力いたします。

（２）組織体制の強化

営業体制やリスク管理体制のより一層の強化をはかります。また、地域のお客様や
株主様はもとより、市場から高い評価を受ける銀行であるために、法令等遵守の徹底
をはかり、経営の健全性と透明性を高め、業務運営をおこなってまいります。

（３）資産の健全化

平成１３年度は、その他有価証券の厳格な減損処理をおこない、含み損をほぼ一掃
いたしました。今後は、株価変動リスクを削減するため、保有株式残高の削減をはか
り、株式市場の変動の影響を受けない財務体質への脱却をはかります。また、当行に
とっての最大の課題でありました不良債権問題につきましては早期に完全処理をおこ
ないます。一方、資産デフレが進むなかで、新たな不良債権の発生を防ぐため、今後
より一層、与信管理の強化をはかってまいります。
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株式会社 紀 陽 銀 行

経営成績および財政状態
１．経営成績

（１）当期（平成１４年３月期）の概況

当連結会計年度のわが国経済は、平成１２年度後半からの輸出の減少を背景に調整
色が強まり、当年度に入っても米国で同時多発テロが発生したことなどから、先行き
に対する不透明感が一段と高まり、景気は厳しさを増しました。
需要面をみますと、個人消費は横ばいから弱含みとなり、住宅建設は低調に推移し、

設備投資ならびに公共投資は減少が続きました。また、輸出は海外経済の減速から情
報通信関連財を中心に減少しましたが、年度末にかけて下げ止まりの兆しもみられる
ようになりました。
このような需要動向のもと、鉱工業生産は大幅な減少を続けましたが、年度末にか

けて多くの業種で在庫調整が進展したことから減少テンポは緩やかなものとなりまし
た。
雇用情勢は、完全失業率が高い水準で推移するなど、厳しい状況が続きました。

和歌山県においても、景気は厳しい状況となりました。
個人消費は力強さに欠ける状況が続き、住宅建設は概ね前年度を下回る推移となり

ました。また、設備投資は先行きの不透明感の高まりから慎重な動きが続きました。
鉱工業生産は、鉄鋼業が減産に転じたほか、地場の製造業も製品輸入の増加などか

ら総じて低調な状況となりました。
雇用情勢は、有効求人倍率が一段と低下するなど引き続き厳しい状況が続きました。

金融面では、日本銀行がゼロ金利政策のもと、量的緩和策を実施し、資金を常時潤
沢に供給したため、短期金利は極めて低水準にて推移しました。
長期金利については、年度前半は小泉内閣発足による財政構造改革への期待感から、

概ね１％台前半での推移となりましたが、年度後半は構造改革に対する失望感や格付
機関による日本国債の格下げ等の影響で、金利は緩やかに上昇しました。
株式市場は、年度前半に日経平均株価が 14,000円台まで上昇しましたが、その後

はわが国の実体経済の悪化から総じて軟調に推移し、年度半ば以降 10,000円を挟ん
だ動きとなり、期末には 11,024円となりました。
為替相場については、９月に発生した米国同時多発テロの影響により、ドルが急落

する場面もありましたが、日米の景況感の格差から、期中を通じて円安ドル高基調に
て推移し、期末には 132円台となりました。

このような経済・金融環境のもと、地域社会により密着した営業活動を展開するた
め、当行は、当連結会計年度に、次のような営業施策をおこないました。

（２）営業施策

金融サービス面においては、損害保険の窓口販売業務を開始し、住宅ローン関連の
長期火災保険等を取り扱っております。また、電話でのお申し込みができ、契約のた
めの来店も不要なカードローン「紀陽モビット」の取り扱いを開始するなど、各種ロ
ーンの取扱商品の拡充をはかるとともに、紀陽西田辺住宅ローンセンターと紀陽藤井
寺住宅ローンセンターを開設し、個人マーケットの拡充をはかっております。
その他、ＡＴＭで宝くじを購入できる「紀陽宝くじサービス」や、確定拠出年金業

務を開始するなど、多様化するお客様のニーズに対応した新たな商品・サービスの提
供をおこなっております。

店舗につきましては、お客様によりよい利便性をご提供するために、平成１３年９
月に清水支店を開設し、平成１４年３月には朝来支店を新店舗へ移転いたしました。
また、店舗外現金自動設備の新設・廃止などをおこない、店舗網のサービス向上と

効率化をはかりました。

以上のような営業施策を推し進め、業績の伸展と経営体質の強化に努めてまいりま
した。
この結果、当連結会計年度の業績は、次のとおりとなりました。
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株式会社 紀 陽 銀 行

（３）損益の状況

損益面につきましては、資金効率の改善、経費の削減等収益向上に努めました。
しかしながら、資産の健全性確保のため、不良債権に対する前倒し引当償却および、

有価証券の厳格な基準での減損処理をおこないました結果、経常損失は 132億44百万
円、当期損失は 659億72百万円となりました。

（４）次期（平成１５年３月期）の見通し

わが国経済は、いまだ先行き不透明感が強く、当行が地盤とする和歌山県及び大阪
府南部の状況も非常に厳しい状態が続いております。また、株式相場も、回復の明確
な見通しが見いだせない状況にあります。
しかしながら、当行グループは、今期（平成１４年３月期）決算において、今後想

定される様々なリスクの前倒し処理をおこない、次期（平成１５年３月期）以降の業
績の「Ｖ字の回復」を可能とする基礎づくりをいたしました。
また、新たな中期経営計画にもとづき、従来にも増して、業績の伸展と経営体質の

強化に総力をあげて取り組んでまいります。
以上により、平成１５年３月期の通期連結業績予想につきましては、経常利益７４

億円、当期純利益９１億円を見込んでおります。

２．財政状態

（１）主要勘定の状況

預金につきましては、個人預金を中心に安定資金の確保に努め、また投資信託や国
債等の販売を積極的に推進しました。当期末残高は、期中 1,035億円減少し、2兆
6,458億円となりました。
貸出金につきましては、住宅ローンは引き続き堅調に推移し、期中 425億円増加し

ましたが、地域経済の長期低迷により資金需要が伸び悩み、事業性資金を中心に期中
397億円減少し、当期末残高は 1兆8,701億円となりました。
有価証券につきましては、その他有価証券の減損処理をおこなったことなどから、

期中 154億円減少し、当期末残高は 6,763億円となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローについては、債
券借入取引担保金や貸出金の残高減少等を主因に 624億円の増加となりました。投資
活動によるキャッシュ・フローについては、有価証券の取得による支出を主因に 659
億円の減少となりました。財務活動によるキャッシュ・フローについては、第三者割
当増資による新株発行を主因に 247億円の増加となりました。この結果、現金及び現
金同等物は期中 212億円増加し、期末残高は 577億円となりました。

（３）資本政策

当行は、自己資本の充実をはかるため、平成１４年３月に第三者割当増資を実施い
たしました。厳しい経済環境にもかかわらず、４，７７０先の皆様から２３８億円も
のご出資をいただきました。
これは、株主様をはじめ、地域の皆様方の当行に対する大きな期待の表れと重く受

け止め、今後は着実に収益力を高め、地域金融機関として総合金融サービスの提供を
おこなうことで、皆様のお役に立てる銀行として地域とともに繁栄してまいりたいと
考えております。

この第三者割当増資を実施いたしました結果、当年度末の国内基準にもとづく連結
自己資本比率は７．１８％となりました。なお、単体の自己資本比率は７．５６％と
なりました。

平成１４年度末では、新しい中期経営計画のもと、連結自己資本比率は７％台後半
となる見込みです。平成１４年度末時点では、まず単体の自己資本比率を８％以上と
し、連結自己資本比率についても早期に８％以上となるよう努めてまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
平成１４年３月３１日現在

株式会社 紀 陽 銀 行

(単位:百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

現 金 預 け 金 ５７,７５３ 預 金 ２,６４５,８２４

コールローン及び買入手形 ４０,５３６ コールマネー及び売渡手形 ６,９８８

買 入 金 銭 債 権 ３６４ 借 用 金 ３２,３４６

商 品 有 価 証 券 ５,３２８ 外 国 為 替 ４８

有 価 証 券 ６７６,３８１ 社 債 ２,０００

貸 出 金 １,８７０,１１４ そ の 他 負 債 １９,２５４

外 国 為 替 １,６６５ 退 職 給 付 引 当 金 １２,９９０

そ の 他 資 産 １０９,８０５ 債 権 売 却 損 失 引 当 金 ２２,３０５

動 産 不 動 産 ３４,２８９ 繰 延 税 金 負 債 ３７

繰 延 税 金 資 産 ４３,４９９ 支 払 承 諾 ６１,８５１

支 払 承 諾 見 返 ６１,８５１ 負 債 の 部 合 計 ２,８０３,６４７

貸 倒 引 当 金 △ ３４,８３９ （ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 ４９１

（資 本 の 部）

資 本 金 ６０,３４６

資 本 準 備 金 ４９,６９１

欠 損 金 ４６,４４５

評 価 差 額 金 △ ９７０

計 ６２,６２３

自 己 株 式 △ １０

資 本 の 部 合 計 ６２,６１２

資 産 の 部 合 計 ２,８６６,７５１ 負債、少数株主持分及び ２,８６６,７５１

資本の部合計
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注 1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
3．有価証券の評価は、その他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時
価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却
原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理
しております。

4．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
5．当行の動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設
備を除く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ６年～５０年
動 産 ４年～２０年

連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しており
ます。

6．自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（５年）に基づく定額法
により償却しております。

7．当行の外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
なお、当行は、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会平成１２年４月１０日）に基づき、「新外為経理基準」を適用しておりました
が、当連結会計年度から、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨
建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会平成１１
年１０月２２日））を適用しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号に基づき、債権元
本相当額および債務元本相当額の連結決算日の為替相場による正味の円換算額を連結貸借対照表に計上し、
異種通貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から先物外国為替取引の
決済日の属する期までの期間にわたり発生主義により連結損益計算書に計上するとともに、連結決算日の
未収収益または未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の調達
又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払
を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替スワッ
プ取引であります。

8．当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権
及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後
の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお
ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者
に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権
については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒
懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当ててお
ります。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証
による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、
その金額は 104,466百万円であります。

9．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理
方法は以下のとおりであります。

過去勤務債務 発生時に全額を損益処理
数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１３年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理
なお、会計基準変更時差異（16,108百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。
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10．債権売却損失引当金は、（株）共同債権買取機構等に売却した不動産担保付債権の担保価値等を勘案し、
将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。なお、この引当金
は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

11．当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

12．当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティ
ブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融
商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第１５号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を
行っております。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリ
バティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証すること
により、ヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。

13．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。
14．動産不動産の減価償却累計額 35,638百万円
15．動産不動産の圧縮記帳額 4,254百万円
16．連結貸借対照表上に計上した動産不動産のほか、電子計算機等の一部については、リース契約により使用

しております。
17．貸出金のうち、破綻先債権額は 13,886百万円、延滞債権額は 87,570百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第
９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている
貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

18．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 8,826百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

19．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 37,719百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

20．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 148,002百万円で
あります。
なお、17．から20．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

21．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、59,149百万円であります。
22．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 67,491百万円

担保資産に対応する債務
預 金 11,171百万円
コールマネー 6,705百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 67,203百万円を
差し入れております。
なお、動産不動産のうち保証金権利金は 2,124百万円であります。

23．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 32,000百万
円が含まれております。

24．社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債であります。
25．１株当たりの純資産額 69円70銭
26．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に

処分できる権利を有する有価証券 70,639百万円については、当連結会計年度末には当該処分をせずに所有
しております。
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27．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、271,980百万円であります。このうち原契約期間が
１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が 269,980百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶
又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に
応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手
続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

28．金融商品に係る会計基準の適用に伴い、当連結会計年度から次のとおり処理しております。
(1)現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、「買現先勘定」及び「売現先勘定」に資金取
引として処理しております。なお、当連結会計年度末における残高はありません。

(2)現金担保付債券貸借取引については、従来、現金を担保とする債券貸借取引として処理しておりました
が、有価証券を担保とする資金取引として処理しております。
なお、この変更に伴い、「その他資産」中の保管有価証券等及び「その他負債」中の借入有価証券はそ
れぞれ 69,000百万円減少しております。

(3)その他有価証券を時価評価することにより生じる評価差額に税効果を勘案した額を「評価差額金」とし
て計上しております。この結果、有価証券が 966百万円減少し、評価差額金が △970百万円計上されて
おります。

表示方法の変更
前連結会計年度末において区分掲記しておりました「債券借入取引担保金」（当連結会計年度末 70,569百万
円）は、その金額が資産の合計額の100分の5以下となったため、当連結会計年度末より「その他資産」に含
めて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
自 平成１３年 ４ 月 １ 日
至 平成１４年 ３ 月３１日

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 金 額

６６,４１２経 常 収 益
５４,４９１資 金 運 用 収 益
４４,２９１貸 出 金 利 息
７,４２３有 価 証 券 利 息 配 当 金

４５コールローン利息及び買入手形利息
１買 現 先 利 息

４１預 け 金 利 息
２,６８８そ の 他 の 受 入 利 息
７,２１４役 務 取 引 等 収 益
２,０５３そ の 他 業 務 収 益
２,６５３そ の 他 経 常 収 益

７９,６５６経 常 費 用
８,０５０資 金 調 達 費 用
６,５７４預 金 利 息

０譲 渡 性 預 金 利 息
コールマネー利息及び売渡手形利息 １１

５８２借 用 金 利 息
０社 債 利 息

８８２そ の 他 の 支 払 利 息
２,４０８役 務 取 引 等 費 用
５０４そ の 他 業 務 費 用

３７,８４７営 業 経 費
３０,８４５そ の 他 経 常 費 用
１１,８９６貸 倒 引 当 金 繰 入 額
１８,９４８そ の 他 の 経 常 費 用

１３,２４４経 常 損 失
１,６２７特 別 利 益

５７２動 産 不 動 産 処 分 益
１,０５５償 却 債 権 取 立 益

５７,５５８特 別 損 失
５２動 産 不 動 産 処 分 損

５７,５０６株 式 等 償 却
６９,１７５税金等調整前当期純損失

１３４法人税、住民税及び事業税
△ ３,２７８法 人 税 等 調 整 額

５７少 数 株 主 損 失
６５,９７２当 期 純 損 失
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注 1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2．１株当たり当期純損失金額 225円 43銭

3．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、純損失が計上されているため記載しておりません。

4．その他の経常費用には、債権売却損失引当金繰入額 11,291百万円、貸出金償却 4,188百万円、貸出債権売

却損 1,250百万円を含んでおります。
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連 結 剰 余 金 計 算 書
自 平成１３年 ４ 月 １ 日

至 平成１４年 ３ 月３１日

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 金 額

２０,５９９連 結 剰 余 金 期 首 残 高

１,０７１連 結 剰 余 金 減 少 高

１,０７１配 当 金

６５,９７２当 期 純 損 失

４６,４４５欠 損 金 期 末 残 高

注．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。



- 14 -

連結キャッシュ・フロー計算書
自 平成１３年４月 １ 日
至 平成１４年３月３１日

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純損失 △ ６９,１７５
減価償却費 ２,１８７
持分法による投資損益（△） △ ２３
貸倒引当金の増加額 ９,４２１
債権売却損失引当金の増加額 ９,３６６
退職給付引当金の増加額 ３,０３１
資金運用収益 △ ５４,４９１
資金調達費用 ８,０５０
有価証券関係損益（△） ５５,６２２
為替差損益（△） △ １,７０８
動産不動産処分損益（△） △ ５１９
商品有価証券の純増（△）減 △ １,３８６
貸出金の純増（△）減 ３９,７８４
預金の純増減（△） △ １０３,５０２
コールローン等の純増（△）減 ５９２
債券借入取引担保金の純増（△）減 １１１,８５５
コールマネー等の純増減（△） ６,９８６
外国為替（資産）の純増（△）減 ２９８
外国為替（負債）の純増減（△） １１
資金運用による収入 ５４,８１９
資金調達による支出 △ ９,２８４
その他 ６４８

小 計 ６２,５８４
法人税等の支払額 △ １２４
営業活動によるキャッシュ・フロー ６２,４５９

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ ５０２,４７５
有価証券の売却による収入 ２０６,８０２
有価証券の償還による収入 ２３１,３４６
動産不動産の取得による支出 △ ２,５１８
動産不動産の売却による収入 ８９３
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ６５,９５１

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 ２,０００
劣後特約付借入金の返済による支出 △ ２,０００
劣後特約付社債の発行による収入 ２,０００
株式の発行による収入 ２３,８３２
配当金の支払額 △ １,０７１
少数株主への配当金の支払額 △ １
財務活動によるキャッシュ・フロー ２４,７５９

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 １６
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 ２１,２８４
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３６,４６９
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ５７,７５３

注１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」
のうち、手許現金、日本銀行への預け金及び随時引き出し可能な預け金であります。

３．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている「現金預け金」の金額は、
一致しております。
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比較連結貸借対照表

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

科 目 平成14年3月31日現在 平成13年3月31日現在 比 較
（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金 57,753 36,469 21,284

40,536 41,133 △ 597コールローン及び買入手形

4買 入 金 銭 債 権 364 360
商 品 有 価 証 券 5,328 3,942 1,386
有 価 証 券 676,381 691,824 △ 15,443
貸 出 金 1,870,114 1,909,898 △ 39,784
外 国 為 替 1,665 1,964 △ 299
保 管 有 価 証 券 等 - 169,000 △ 169,000

- 182,424 △ 182,424債券借入取引担保金
そ の 他 資 産 109,805 26,236 83,569
動 産 不 動 産 34,289 34,303 △ 14
繰 延 税 金 資 産 43,499 40,186 3,313
支 払 承 諾 見 返 61,851 67,296 △ 5,445
貸 倒 引 当 金 △ 34,839 △ 25,418 △ 9,421
資 産 の 部 合 計 2,866,751 3,179,621 △ 312,870
（ 負 債 の 部 ）
預 金 2,645,824 2,749,327 △ 103,503

6,988 11 6,977コールマネー及び売渡手形

借 用 金 32,346 32,337 9
外 国 為 替 48 37 11
社 債 2,000 - 2,000

- 169,000 △ 169,000借 入 有 価 証 券
そ の 他 負 債 19,254 31,360 △ 12,106
退 職 給 付 引 当 金 12,990 9,958 3,032
債権売却損失引当金 22,305 12,938 9,367
繰 延 税 金 負 債 37 - 37
支 払 承 諾 61,851 67,296 △ 5,445
負 債 の 部 合 計 2,803,647 3,072,268 △ 268,621
（ 少 数 株 主持分）

491 548 △ 57少 数 株 主 持 分
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 60,346 48,430 11,916
資 本 準 備 金 49,691 37,775 11,916
連 結 剰 余 金 △ 46,445 20,599 △ 67,044

△ 970 - △ 970評 価 差 額 金
62,623 106,805 △ 44,182計

△ 10 △ 0 △ 10自 己 株 式
資 本 の 部 合 計 62,612 106,804 △ 44,192

2,866,751 3,179,621 △ 312,870負債、少数株主持分及び
資 本 の 部 合 計
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比較連結損益計算書

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日
科 目 比 較

至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

経 常 収 益 66,412 74,505 △ 8,093

資 金 運 用 収 益 54,491 56,617 △ 2,126

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 44,291 ) ( 44,950 ) △ 659

( 7,423 ) ( 10,444 ) △ 3,021（うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 収 益 7,214 7,141 73

そ の 他 業 務 収 益 2,053 9,028 △ 6,975

そ の 他 経 常 収 益 2,653 1,717 936

経 常 費 用 79,656 70,920 8,736

資 金 調 達 費 用 8,050 9,127 △ 1,077

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 6,574 ) ( 7,093 ) △ 519

役 務 取 引 等 費 用 2,408 2,253 155

そ の 他 業 務 費 用 504 2,877 △ 2,373

営 業 経 費 37,847 39,588 △ 1,741

そ の 他 経 常 費 用 30,845 17,073 13,772

経 常 利 益 △ 13,244 3,585 △ 16,829

特 別 利 益 1,627 1,822 △ 195

特 別 損 失 57,558 603 56,955

△ 69,175 4,804 △ 73,979税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税 134 86 48

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,278 2,089 △ 5,367

少 数 株 主 利 益 △ 57 21 △ 78

当 期 純 利 益 △ 65,972 2,606 △ 68,578
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比較連結剰余金計算書

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日
科 目 比 較

至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

20,599 20,009 590連 結 剰 余 金 期 首 残 高

1,071 2,015 △ 944連 結 剰 余 金 減 少 高

1,071 2,015 △ 944配 当 金

△ 65,972 2,606 △ 68,578当 期 純 利 益

△ 46,445 20,599 △ 67,044連 結 剰 余 金 期 末 残 高
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比較連結キャッシュ・フロー計算書

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日
科 目 比 較

至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
4,804 △ 73,979税金等調整前当期純利益 △ 69,175

（△は税金等調整前当期純損失）
2,101 86減価償却費 2,187

23 6持分法による投資損益（△） △ △ 17 △
9,421 10,375貸倒引当金の増加額 △ 954
- 16投資損失引当金の増加額 △ 16
9,366 5,679債権売却損失引当金の増加額 3,687
- 5,904退職給与引当金の増加額 △ 5,904
3,031 △ 6,927退職給付引当金の増加額 9,958

△ 54,491 2,126資金運用収益 △ 56,617
8,050 △ 1,077資金調達費用 9,127
55,622 63,956有価証券関係損益（△） △ 8,334
- △ 349金銭の信託の運用損益（△） 349

△ 1,708 305為替差損益（△） △ 2,013
△ 519 41動産不動産処分損益（△） △ 560
△ 1,386 1,226商品有価証券の純増（△）減 △ 2,612

39,784 98,976貸出金の純増（△）減 △ 59,192
△ 103,502 △ 153,814預金の純増減（△） 50,312

592 △ 359コールローン等の純増（△）減 951
111,855 254,067債券借入取引担保金の純増（△）減 △ 142,212
6,986 7,057コールマネー等の純増減（△） △ 71
- 19,973債券貸付取引担保金の純増減（△） △ 19,973
298 699外国為替（資産）の純増（△）減 △ 401
11 14外国為替（負債）の純増減（△） △ 3

54,819 △ 4,074資金運用による収入 58,893
△ 9,284 1,011資金調達による支出 △ 10,295

648 17,606その他 △ 16,958
62,584 248,536小 計 △ 185,952

△ 124 132法人税等の支払額 △ 256
62,459 248,668営業活動によるキャッシュ・フロー △ 186,209

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
△ 502,475 318,665有価証券の取得による支出 △ 821,140

206,802 △ 139,864有価証券の売却による収入 346,666
231,346 △ 327,713有価証券の償還による収入 559,059
- 64金銭の信託の増加による支出 △ 64
- △ 6,650金銭の信託の減少による収入 6,650

△ 2,518 1,179動産不動産の取得による支出 △ 3,697
893 △ 1,125動産不動産の売却による収入 2,018

△ 65,951 △ 155,442投資活動によるキャッシュ・フロー 89,491

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
2,000 2,000劣後特約付借入による収入 －

△ 2,000 △ 2,000劣後特約付借入金の返済による支出 －
- 11,438財務活動としての借入金の返済による支出 △ 11,438
2,000 2,000劣後特約付社債の発行による収入 －
23,832 23,832株式の発行による収入 －

△ 1,071 944配当金の支払額 △ 2,015
△ 1 0少数株主への配当金の支払額 △ 1

24,759 38,214財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,455

16 41Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 25
21,284 131,483Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 110,199
36,469 △ 110,199Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 146,668
57,753 21,284Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 36,469
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株式会社 紀 陽 銀 行

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
①連結子会社 ３社
会社名

陽和ビジネスサービス株式会社
阪和信用保証株式会社
紀陽ビジネスファイナンス株式会社

②非連結子会社
該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結子会社及び関連会社 ２社
会社名

紀陽ソフトウェアサービス株式会社
紀陽リース・キャピタル株式会社

②持分法非適用の非連結子会社及び関連会社
会社名

株式会社紀陽カード
株式会社紀陽カードディーシー

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）
及び剰余金（持分に見合う額）からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸
表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は次のとおりであります。
３月末日 ３社

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成して

おります。
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株式会社 紀 陽 銀 行

セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日）

前連結会計年度（自平成12年4月1日 至平成13年3月31日）

連結会社は銀行業務を中心に、事務代行業務などの金融サービスに係る事業を行っておりますが、そ

れらの事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載してお

りません。

２．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日）

前連結会計年度（自平成12年4月1日 至平成13年3月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び海外支店が存在しないため、所在地別セグメント情

報は記載しておりません。

３．国際業務経常収益

当連結会計年度（自平成13年4月1日 至平成14年3月31日）

前連結会計年度（自平成12年4月1日 至平成13年3月31日）

国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。

生産、受注及び販売の状況

銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。
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株式会社 紀 陽 銀 行

リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び年度末残高相当額
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） ( )至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

動 産 動 産
取 得 価 額 相 当 額 2,290 2,290
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 1,489 1,102
年 度 末 残 高 相 当 額 801 1,188

（注）取得価額相当額は、未経過リース料年度末残高が有形固定資産の年度末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法によっております。

（２）未経過リース料年度末残高相当額
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） ( )至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

１ 年 内 381 386
１ 年 超 419 801
合 計 801 1,188

（注）未経過リース料年度末残高相当額は、未経過リース料年度末残高が有形固定資産の年度末
残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） ( )至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

支 払 リ ー ス 料 386 382
減 価 償 却 費 相 当 額 386 382

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

○未経過リース料
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） ( )至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

１ 年 内 5 5
１ 年 超 9 15
合 計 15 20

関連当事者との取引

当連結会計年度（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）
関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。
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株式会社 紀 陽 銀 行

税効果会計

当連結会計年度（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

繰延税金資産
貸倒引当金 29,582
有価証券償却 24,265
債権売却損失引当金 9,301
退職給付引当金 4,686
その他 2,604

繰延税金資産小計 70,440
評価性引当額 △ 26,875
繰延税金資産合計 43,564
繰延税金負債
その他 △ 102

繰延税金負債合計 △ 102
繰延税金資産の純額 43,462

平成14年 3月31日現在の繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。
繰延税金資産 43,499
繰延税金負債 37

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失が計上されているため、記載しておりません。
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株式会社 紀 陽 銀 行

有価証券
※連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

当連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）

当連結会計年度の損益
種 類 連結貸借対照表計上額 に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 5,328 △ 15

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成14年3月31日現在）
該当ありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）

取 得 原 価 連結貸借対 評 価 差 額
種 類 照表計上額 うち益 うち損

株 式 53,625 53,716 90 2,257 2,167
債 券 515,804 519,003 3,199 4,478 1,279

国 債 381,855 382,725 870 1,708 838
地 方 債 39,963 41,547 1,583 1,583 -
社 債 93,985 94,730 745 1,186 441

そ の 他 105,543 101,282 △ 4,261 346 4,608
合 計 674,973 674,002 △ 971 7,083 8,054

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したもので
あります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある銘柄については、時価が取得原価より３０％超
下落しているものについて、時価が「著しく下落した」と判断し、57,451百万円の減損処理を行っており
ます。

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）
該当ありません。

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）
（単位：百万円）

種 類 売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額
そ の 他 有 価 証 券 221,236 3,649 1,765

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）
金額

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,149

７．保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）

種 類 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超
債 券 134,436 230,537 122,866 31,163

国 債 102,434 163,367 85,760 31,163
地 方 債 2,895 13,212 25,439 －
社 債 29,107 53,957 11,665 －

そ の 他 14,357 33,403 32,343 1,103
合 計 148,794 263,941 155,209 32,266

９．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）（平成14年3月31日現在）
該当ありません。
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株式会社 紀 陽 銀 行

前連結会計年度

１．売買目的有価証券（平成13年3月31日現在）
（単位：百万円）

当連結会計年度の損益
種 類 連結貸借対照表計上額 に含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 3,942 24

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成13年3月31日現在）
該当ありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成13年3月31日現在）
当連結会計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。
なお、平成12年大蔵省令第９号附則第３項によるその他有価証券に係る連結貸借対照表計上額等は次のとおり

であります。
（単位：百万円）

連結貸借対 時 価 差 額
種 類 照表計上額 うち益 うち損

株 式 105,421 79,445 △ 25,976 6,480 32,456
債 券 476,359 482,395 6,036 6,456 419

国 債 328,699 330,930 2,231 2,514 283
地 方 債 39,119 40,753 1,634 1,634 -
社 債 108,540 110,711 2,171 2,307 136

そ の 他 107,326 100,290 △ 7,035 920 7,955
合 計 689,106 662,131 △ 26,974 13,857 40,832

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

４．当該連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成12年4月1日 至 平成13年3月31日）
該当ありません。

５．当該連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成12年4月1日 至 平成13年3月31日）
（単位：百万円）

種 類 売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額
そ の 他 有 価 証 券 344,616 9,955 552

６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成13年3月31日現在）
（単位：百万円）
金額

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） 2,230
その他 285

７．保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額（平成13年3月31日現在）
（単位：百万円）

種 類 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超
債 券 110,415 246,030 116,442 3,471

国 債 93,896 156,692 74,639 3,471
地 方 債 3,383 11,421 24,314 －
社 債 13,135 77,916 17,488 －

そ の 他 785 43,924 35,683 －
合 計 111,201 289,954 152,125 3,471

９．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体）（平成13年3月31日現在）
該当ありません。
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株式会社 紀 陽 銀 行

金銭の信託

当連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成14年3月31日現在）

該当ありません。

２．満期保有目的の金銭の信託（平成14年3月31日現在）

該当ありません。

３．その他の金銭の信託（平成14年3月31日現在）

該当ありません。

前連結会計年度

１．運用目的の金銭の信託（平成13年3月31日現在）

該当ありません。

２．満期保有目的の金銭の信託（平成13年3月31日現在）

該当ありません。

３．その他の金銭の信託（平成13年3月31日現在）

該当ありません。
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株式会社 紀 陽 銀 行

その他有価証券評価差額金

当連結会計年度

○その他有価証券評価差額金（平成14年3月31日現在）
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
金 額

評価差額 △ 971
（△）繰延税金負債 2
その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） △ 974
（△）少数株主持分相当額 1
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金のうち親会社持分相当額 5
その他有価証券評価差額金 △ 970

その他有価証券評価差額金相当額

前連結会計年度

○その他有価証券評価差額金相当額（平成13年3月31日現在）
当連結会計年度において、その他有価証券について時価評価を行った場合における、その他有価証券評価

差額金相当額は次のとおりであります。
（単位：百万円）

金 額

差 額（時価－連結貸借対照表計上額） △ 26,974
（＋）繰延税金資産相当額 11,247
その他有価証券評価差額金相当額（持分相当額調整前） △ 15,727
（△）少数株主持分相当額 2
（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る

評価差額金相当額のうち親会社持分相当額 0
その他有価証券評価差額金相当額 △ 15,729
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株式会社 紀 陽 銀 行

デリバティブ取引

当連結会計年度

（１）金利関連取引（平成14年3月31日現在）
金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。

（２）通貨関連取引（平成14年3月31日現在）
（単位：百万円）

区
種 類 契 約 額 等 契約額等のうち 時 価 評価損益

分 １年超のもの
通貨スワップ ― ― ― ―

店 為 替 売 建 ― ― ― ―
予 約 買 建 ― ― ― ―
通 貨 売 建 ― ― ― ―

頭 ｵﾌﾟｼｮﾝ 買 建 ― ― ― ―
売 建 ― ― ― ―

その他
買 建 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―
（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３．の取引は、上記記載から除いてお
ります。
２．時価の算定

割引現在価値等により算定しております。
３．「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第20号）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、
上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）
種 類 契 約 額 等 時 価 評 価 損 益
通貨スワップ 1,708 3 3

なお、上記通貨スワップは全て異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われる為替スワップ取引
（資金関連スワップ）であります。
また、先物為替予約、通貨オプション等につきましては、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益

を連結損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）
区 分 種 類 契 約 額 等
取 通 貨 売 建 ―
引 先 物 買 建 ―
所 通 貨 売 建 ―

ｵﾌﾟｼｮﾝ 買 建 ―
為 替 売 建 8,140

1,437店 予 約 買 建
通 貨 売 建 ―

頭 ｵﾌﾟｼｮﾝ 買 建 ―
売 建 ―

その他
買 建 ―

（３）株式関連取引 該当ありません。

（４）債券関連取引 該当ありません。

（５）商品関連取引 該当ありません。

（６）クレジットデリバティブ取引 該当ありません。
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前連結会計年度

（１）金利関連取引（平成13年3月31日現在）
金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、記載しておりません。

（２）通貨関連取引（平成13年3月31日現在）
（単位：百万円）

区
種 類 契 約 額 等 契約額等のうち 時 価 評価損益

分 １年超のもの
通貨スワップ ― ― ― ―

店 為 替 売 建 ― ― ― ―
予 約 買 建 ― ― ― ―
通 貨 売 建 ― ― ― ―

頭 ｵﾌﾟｼｮﾝ 買 建 ― ― ― ―
売 建 ― ― ― ―

その他
買 建 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―
（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び下記注３．の取引は、上記記載から除いてお
ります。
２．時価の算定

割引現在価値等により算定しております。
３．「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士
協会 平成12年4月10日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載
から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）
種 類 契 約 額 等 時 価 評 価 損 益
通貨スワップ 57,310 1,922 1,922

なお、上記通貨スワップは全て異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われる為替スワップ取引
（資金関連スワップ）であります。
また、先物為替予約、通貨オプション等につきましては、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益

を連結損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

（単位：百万円）
区 分 種 類 契 約 額 等
取 通 貨 売 建 ―
引 先 物 買 建 ―
所 通 貨 売 建 ―

ｵﾌﾟｼｮﾝ 買 建 ―
為 替 売 建 1,148

844店 予 約 買 建
通 貨 売 建 ―

頭 ｵﾌﾟｼｮﾝ 買 建 ―
売 建 ―

その他
買 建 ―

（３）株式関連取引 該当ありません。

（４）債券関連取引 該当ありません。

（５）商品関連取引 該当ありません。

（６）クレジットデリバティブ取引 該当ありません。
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株式会社 紀 陽 銀 行

退職給付

１．採用している退職給付制度の概要

当行は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりま
す。また、連結子会社では、退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
区 分

（平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）
退職給付債務 (A) △ 46,569 △ 45,606
年金資産 (B) 18,342 19,323
未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) △ 28,226 △ 26,282
会計基準変更時差異の未処理額 (D) 9,665 12,886
未認識数理計算上の差異 (E) 5,571 3,437
未認識過去勤務債務 (F) ─ ─
連結貸借対照表計上額純額 (G)=(C)+(D)+(E)+(F) △ 12,990 △ 9,958
前払年金費用 (H) ─ ─
退職給付引当金 (G)-(H) △ 12,990 △ 9,958

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
区 分 自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） （ ）至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

勤務費用 1,385 1,381
利息費用 1,367 1,290
期待運用収益 △ 772 △ 840
過去勤務債務の費用処理額 △ 1,026 ─
数理計算上の差異の費用処理額 264 ─
会計基準変更時差異の費用処理額 3,221 3,221
その他（臨時に支払った割増退職金等） 40 280
退職給付費用 4,481 5,334

（注）１．平成12年3月31日の厚生年金保険法の改正に伴い、当連結会計年度において当行の厚生年金基金の代行
部分に係る支給開始年齢の引き上げについての規約改正を行ったことにより発生した過去勤務債務（債務
の減額）については、当連結会計年度にその全額を損益処理しております。

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度 前連結会計年度
区 分

（平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在）
（１）割引率 ３．０％ ３．０％
（２）期待運用収益率 ４．０％ ４．０％
（３）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
（４）過去勤務債務の額の処理年数 １年
（５）数理計算上の差異の処理年数 １３年（各連結会計年度の発生 １３年（発生時の従業員の平均

時の従業員の平均残存勤務期間 残存勤務期間内の一定の年数に
内の一定の年数による定額法に よる定額法により、翌連結会計
より按分した額を、それぞれ発 年度から損益処理することとし
生の翌連結会計年度から損益処 ております。）
理することとしております。）

（６）会計基準変更時差異の処理年数 ５年 ５年
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平成１４年５月２４日平成１４年３月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名 上 場 取 引 所 東証・大証株式会社 紀 陽 銀 行
コ ー ド 番 号 ８３７０ 本社所在都道府県 和歌山県
（ＵＲＬ http://www.kiyobank.co.jp/ ）
問 合 せ 先 責任者役職名 経営企画部長

ＴＥＬ（073）426－7133氏 名 成 田 幸 夫
決算取締役会開催日 平成１４年５月２４日 中間配当制度の有無 有
定時株主総会開催日 平成１４年６月２７日 単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株）

特定取引勘定の設置の有無 無

１．平成１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。（１）経営成績

経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

％ ％ ％百万円 百万円 百万円
14年3月期 66,179 ( △ 10.7 ) △ 12,270 ( － ) △ 66,300 ( － ）
13年3月期 74,133 ( △ 1.0 ) 4,139 ( △ 55.7 ) 2,749 ( △ 51.3 ）

１ 株 当 た り 潜在株式調整後 株 主 資 本 経 常 収 支 率 預 金 残 高当 期 純 利 益 1 当期純利益率株 当 た り 当 期 純 利 益

百万円円 銭 円 銭 ％ ％
14年3月期 △ 226 55 △ 117.3 118.5 2,648,083
13年3月期 7 8 2.6 94.4 2,752,287

(注) ①期中平均株式数 １４年３月期 普通株式 292,650,991株 第一回優先株式 49,165,000株
１３年３月期 普通株式 291,101,395株 第一回優先株式 49,165,000株

※14年3月期の期中平均株式数は自己株式控除後、13年3月期は自己株式控除前であります。
②会計処理の方法の変更 無
③経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率。

（２）配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 株 主 資 本配 当 性 向
中 間 期 末 （ 年 間 ） 配 当 率

円 銭 円 銭 円 銭 ％ ％百万円
14年3月期(普通株式） 0 00 0 00 0 00

(第一回優先株式) 0 00 0 00 0 00
13年3月期(普通株式) 5 00 2 50 2 50 1,455 70.6 1.8

(第一回優先株式) 14 00 7 00 7 00 688

（３）財政状態

１株当たり 自己資本比率総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 株 主 資 本 （国内基準）

％ 円 銭 ％百万円 百万円
速報値)14年3月期 2,872,626 68,655 2.4 84 64 7.56 (

13年3月期 3,186,122 113,183 3.6 270 59 9.56

(注)①期末発行済株式数 １４年３月期 普通株式 404,545,192株 第一回優先株式 49,165,000株
１３年３月期 普通株式 291,101,395株 第一回優先株式 49,165,000株

※14年3月期の期中平均株式数は自己株式控除後、13年3月期は自己株式控除前であります。
②期末自己株式数 １４年３月期 45,203株 １３年３月期 2,534株

２．平成１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金経常収益 経常利益 当期純利益
中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭百万円 百万円 百万円
中 間 期 29,200 3,300 4,000
通 期 58,500 7,300 9,000 3 00 3 00

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期） 20円 55銭
※業績予想の利用に関する注意事項

上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の４～６ページとともに、別添し
ています新中期経営計画（改革プロジェクト）を参照してください。
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平成１５年３月期の予想１株当たり配当金

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
中 間 期 末
円 銭 円 銭 円 銭

普 通 株 式 3 00 3 00
第 一 回 優 先 株 式 14 00 14 00

「平成１４年３月期の業績」指標算式

当期純利益－優先株式配当金総額
○１株当たり当期純利益 ＝

期中平均普通株式数 ＊

○株主資本当期純利益率

当期純利益－優先株式配当金総額
＝ × 100

済優先株式数×発行価額）+（期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額）｝÷２｛（期首株主資本－期首発行

経常費用
○経常収支率 ＝ × 100

経常収益

普通株式配当金総額
○配当性向 ＝ × 100

当期純利益－優先株式配当金総額

普通株式配当金総額
○株主資本配当率 ＝ × 100

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額

期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額
○１株当たり株主資本 ＝

期末発行済普通株式数 ＊

「平成１５年３月期の業績予想」指標算式

予想当期純利益－予想優先株式配当金総額
○１株当たり予想当期純利益 ＝

期末発行済普通株式数（当期末） ＊

＊自己株式を除く。（ただし、平成１３年３月期については自己株式を含む。）
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第１９２期末（平成１４年３月３１日現在）貸借対照表

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

５７,７５２ ２,６４８,０８３現 金 預 け 金 預 金
３１,３９９ ９３,６００現 金 当 座 預 金
２６,３５３ ８８３,４５０預 け 金 普 通 預 金
４０,５３６ ４１,２２５コ ー ル ロ ー ン 貯 蓄 預 金

３６４ １１,６１４買 入 金 銭 債 権 通 知 預 金
５,３２８ １,４８７,７９８商 品 有 価 証 券 定 期 預 金
５,３２８ １８,７３８商 品 国 債 定 期 積 金

６７５,４２４ １１１,６５５有 価 証 券 そ の 他 の 預 金
３８１,２１９ ６,９８８国 債 コ ー ル マ ネ ー
４１,５４７ ３２,３４６地 方 債 借 用 金
９４,７３０ ３２,３４６社 債 借 入 金
５６,６４４ ４８株 式 外 国 為 替
１０１,２８２ ３２そ の 他 の 証 券 売 渡 外 国 為 替

１,８８３,０６１ １６貸 出 金 未 払 外 国 為 替
５９,１４９ ２,０００割 引 手 形 社 債
２６９,８４６ １７,４５６手 形 貸 付 そ の 他 負 債

１,２９０,２９１ ７３証 書 貸 付 未 払 法 人 税 等
２６３,７７３ ４,０８８当 座 貸 越 未 払 費 用

１,６６５ ７２６外 国 為 替 前 受 収 益
３１５ ３７２外 国 他 店 預 け 従 業 員 預 り 金
２０５ １３買 入 外 国 為 替 給 付 補 て ん 備 金

１,１４４ ３６１取 立 外 国 為 替 金 融 派 生 商 品
１０９,６８４ １１,８２１そ の 他 資 産 そ の 他 の 負 債

１９０ １２,９８２前 払 費 用 退 職 給 付 引 当 金
７,１８５ ２２,３０５未 収 収 益 債権売却損失引当金
３６１ ６１,７５８繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 支 払 承 諾

７０,５６９ ２,８０３,９７０債券借入取引担保金 負 債 の 部 合 計
そ の 他 の 資 産 （ 資 本 の 部 ）３１,３７８

２８,１９５ ６０,３４６動 産 不 動 産 資 本 金
２６,１１９ ６１,６４４土 地 建 物 動 産 法 定 準 備 金
２,０７６ ４９,６９１保 証 金 権 利 金 資 本 準 備 金

４３,２１７ １１,９５３繰 延 税 金 資 産 利 益 準 備 金
６１,７５８ ５２,３４７支 払 承 諾 見 返 欠 損 金

△ ３４,３６４ １２,３８３貸 倒 引 当 金 任 意 積 立 金
１２,３８３別 途 積 立 金
６４,７３０当 期 未 処 理 損 失
６６,３００当 期 損 失

△ ９７７評 価 差 額 金
△ １０自 己 株 式

６８,６５５資 本 の 部 合 計
２,８７２,６２６ ２,８７２,６２６資 産 の 部 合 計 負債及び資本の部合計
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注 1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
3．有価証券の評価は、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券の
うち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、
時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他
有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

4．デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
5．動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除
く。）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ６年～５０年
動 産 ４年～２０年

6．自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却して
おります。

7．新株発行費および社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。
8．外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
なお、従来、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本
公認会計士協会平成１２年４月１０日）に基づき、「新外為経理基準」を適用しておりましたが、当期か
ら、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第２０号）が適用される処理を除き、改訂後の外貨建取引等会計処理基準
（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１０月２２日））を
適用しております。
資金関連スワップ取引については、日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２０号に基づき、債権元
本相当額および債務元本相当額の決算日の為替相場による正味の円換算額を貸借対照表に計上し、異種通
貨間の金利差を反映した直先差金は直物外国為替取引の決済日の属する期から先物外国為替取引の決済日
の属する期までの期間にわたり発生主義により損益計算書に計上するとともに、決算日の未収収益または
未払費用を計上しております。
なお、資金関連スワップ取引とは、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われ、当該資金の調達
又は運用に係る元本相当額を直物買為替又は直物売為替とし、当該元本相当額に将来支払うべき又は支払
を受けるべき金額・期日の確定している外貨相当額を含めて先物買為替又は先物売為替とした為替スワッ
プ取引であります。

9．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という）に係る債権
及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）の債権については、下記直接減額後
の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお
ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者
に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権
については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証
による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、
その金額は68,556百万円であります。

10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の損益処理方法は以下
のとおりであります。

過去勤務債務 その発生年度に全額を損益処理
数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１３年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期から損益処理
なお、会計基準変更時差異（16,108百万円）については、５年による按分額を費用処理しております。
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11．債権売却損失引当金は、（株）共同債権買取機構等に売却した不動産担保付債権の担保価値等を勘案し、
将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。なお、この引当金
は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

12．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

13．ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引
を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会
計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
１５号）に定められたリスク調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っ
ております。また、リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバテ
ィブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検証することによ
り、ヘッジの有効性を評価しております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。

14．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外
消費税等は当期の費用に計上しております。

15．子会社の株式（及び出資）総額 808百万円
16．子会社に対する金銭債権総額 11,907百万円
17．子会社に対する金銭債務総額 1,752百万円
18．動産不動産の減価償却累計額 34,049百万円
19．動産不動産の圧縮記帳額 1,089百万円
20．貸借対照表上に計上した動産不動産のほか、電子計算機等の一部については、リース契約により使用して

おります。
21．貸出金のうち、破綻先債権額は 12,889百万円、延滞債権額は 86,465百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本
又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第
９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている
貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

22．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 8,826百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

23．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 40,972百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の
支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

24．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 149,153百万円で
あります。
なお、21．から24．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

25．手形割引により取得した商業手形の額面金額は、59,149百万円であります。
26．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産
有価証券 67,491百万円

担保資産に対応する債務
預 金 11,171百万円
コールマネー 6,705百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 67,203百万円を
差し入れております。

27．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 32,000百万
円が含まれております。

28．社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債であります。
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29．１株当たりの当期損失 226円55銭
30．現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に

処分できる権利を有する有価証券 70,639百万円については、当期末には当該処分をせずに所有しており
ます。

31．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、271,980百万円であります。このうち原契約期間が
１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が 269,980百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必
ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶
又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に
応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手
続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

32．自己株式は、従来、株式に含めて計上しておりましたが、銀行法施行規則別紙様式が「銀行法施行規則の
一部を改正する内閣府令」（平成１４年４月１９日付内閣府令第３６号）により改正されたことに伴い、
当期より資本の部の末尾に「自己株式」を設けて資本から控除する方法により表示しております。この方
法により、従来の方法によった場合に比べ、資産の部は 10百万円、資本の部は 10百万円それぞれ減少し
ております。

33．金融商品に係る会計基準の適用に伴い、当期から次のとおり処理しております。
(1)現先取引については、従来、売買処理しておりましたが、「買現先勘定」及び「売現先勘定」に資金取
引として処理しております。なお、当期末における残高はありません。

(2)現金担保付債券貸借取引については、従来、現金を担保とする債券貸借取引として処理しておりました
が、有価証券を担保とする資金取引として処理しております。
なお、この変更に伴い、「その他資産」中の保管有価証券等及び「その他負債」中の借入有価証券はそ
れぞれ 69,000百万円減少しております。

(3)その他有価証券を時価評価することにより生じる評価差額に税効果を勘案した額を「評価差額金」とし
て計上しております。この結果、有価証券が 977百万円減少し、評価差額金が △977百万円計上されて
おります。
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平成１３年４月１日から
第１９２期 損益計算書

平成１４年３月31日まで

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

科 目 金 額
経 常 収 益 ６６，１７９

資 金 運 用 収 益 ５４，７８５
貸 出 金 利 息 ４４，５９０
有 価 証 券 利 息 配 当 金 ７，４１８
コ ー ル ロ ー ン 利 息 ４４
買 現 先 利 息 １
買 入 手 形 利 息 ０
預 け 金 利 息 ４１
そ の 他 の 受 入 利 息 ２，６８８

役 務 取 引 等 収 益 ６，７２１
受 入 為 替 手 数 料 ３，３２２
そ の 他 の 役 務 収 益 ３，３９８

そ の 他 業 務 収 益 ２，０５３
商 品 有 価 証 券 売 買 益 ４４
国 債 等 債 券 売 却 益 １，９８４
金 融 派 生 商 品 収 益 ２２
そ の 他 の 業 務 収 益 １

そ の 他 経 常 収 益 ２，６１９
株 式 等 売 却 益 １，６６５
そ の 他 の 経 常 収 益 ９５４

経 常 費 用 ７８，４４９
資 金 調 達 費 用 ８，０５２

預 金 利 息 ６，５７５
譲 渡 性 預 金 利 息 ０
コ ー ル マ ネ ー 利 息 １１
借 用 金 利 息 ５８２
社 債 利 息 ０
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 ８５０
そ の 他 の 支 払 利 息 ３２

役 務 取 引 等 費 用 ２，５９８
支 払 為 替 手 数 料 ６７５
そ の 他 の 役 務 費 用 １，９２２

そ の 他 業 務 費 用 ５０４
外 国 為 替 売 買 損 ４２３
国 債 等 債 券 売 却 損 ８１

営 業 経 費 ３７，９１２
そ の 他 経 常 費 用 ２９，３８０

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １１，４６２
貸 出 金 償 却 ３，３００
株 式 等 売 却 損 １，６８４
そ の 他 の 経 常 費 用 １２，９３３

経 常 損 失 １２，２７０
特 別 利 益 ６０６

動 産 不 動 産 処 分 益 ０
償 却 債 権 取 立 益 ６０６

特 別 損 失 ５７，５４８
動 産 不 動 産 処 分 損 ５１
株 式 等 償 却 ５７，４９６

税 引 前 当 期 損 失 ６９，２１２
法人税、住民税及び事業税 ５０
法 人 税 等 調 整 額 △２，９６２
当 期 損 失 ６６，３００
前 期 繰 越 利 益 １，５７０
当 期 未 処 理 損 失 ６４，７３０
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注 1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

2．子会社との取引による収益総額 479百万円

子会社との取引による費用総額 3,314百万円

3．その他の経常費用には、債権売却損失引当金繰入額 11,291百万円、貸出債権売却損 1,117百万円を含んで

おります。
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第１９２期 損 失 処 理 計 算 書 案

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：円）

科 目 金 額

当 期 未 処 理 損 失 64,730,087,225

損 失 処 理 額 64,730,087,225

任 意 積 立 金 取 崩 額 12,383,072,555

別 途 積 立 金 取 崩 額 12,383,072,555

利 益 準 備 金 取 崩 額 11,953,075,301

資 本 準 備 金 取 崩 額 40,393,939,369

次 期 繰 越 損 失 0

○１株当たり配当金

平成14年3月期 平成13年3月期

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普 通 株 式 0 00 0 00 0 00 5 00 2 50 2 50

第一回優先株式 0 00 0 00 0 00 14 00 7 00 7 00
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比較貸借対照表（主要内訳）

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

科 目 平成１３年度末 平成１２年度末 比 較
（ 資 産 の 部 ）
現 金 預 け 金 57,752 36,468 21,284
コ ー ル ロ ー ン 40,536 11,133 29,403
買 入 手 形 30,000 △ 30,000
買 入 金 銭 債 権 364 360 4
商 品 有 価 証 券 5,328 3,942 1,386
有 価 証 券 675,424 691,591 △ 16,167
貸 出 金 1,883,061 1,922,383 △ 39,322
外 国 為 替 1,665 1,964 △ 299
そ の 他 資 産 109,684 377,497 △ 267,813
動 産 不 動 産 28,195 28,458 △ 263
繰 延 税 金 資 産 43,217 40,255 2,962
支 払 承 諾 見 返 61,758 67,165 △ 5,407
貸 倒 引 当 金 △ 34,364 △ 25,100 △ 9,264
資 産 の 部 合 計 2,872,626 3,186,122 △ 313,496
（ 負 債 の 部 ）
預 金 2,648,083 2,752,287 △ 104,204
コ ー ル マ ネ ー 6,988 11 6,977
借 用 金 32,346 32,337 9
外 国 為 替 48 37 11
社 債 2,000 2,000
そ の 他 負 債 17,456 198,210 △ 180,754
退 職 給 付 引 当 金 12,982 9,949 3,033
債権売却損失引当金 22,305 12,938 9,367
支 払 承 諾 61,758 67,165 △ 5,407
負 債 の 部 合 計 2,803,970 3,072,938 △ 268,968
（ 資 本 の 部 ）
資 本 金 60,346 48,430 11,916
法 定 準 備 金 61,644 49,513 12,131
剰 余 金 △ 52,347 15,240 △ 67,587
任 意 積 立 金 12,383 12,083 300
当期未処分利益 △ 64,730 3,157 △ 67,887
当 期 利 益 △ 66,300 2,749 △ 69,049

評 価 差 額 金 △ 977 △ 977
△ 10 △ 10自 己 株 式

資 本 の 部 合 計 68,655 113,183 △ 44,528

負債及び資本の部合計 2,872,626 3,186,122 △ 313,496

（注）当期における発行済株式数の増加内容
普通株式（第三者割当）の発行
発行株式数 113,489千株 発行価額 １株につき210円 資本組入額 11,916百万円（１株につき105円）
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比較損益計算書（主要内訳）

株式会社 紀 陽 銀 行
（単位：百万円）

科 目 平 成 １ ３ 年 度 平 成 １ ２ 年 度 比 較

経 常 収 益 66,179 74,133 △ 7,954

資 金 運 用 収 益 54,785 56,892 △ 2,107

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 44,590 ) ( 45,225 ) ( △ 635 )

( 7,418 ) ( 10,444 ) ( △ 3,026 )（うち有価証券利息配当金）

役 務 取 引 等 収 益 6,721 6,527 194

そ の 他 業 務 収 益 2,053 9,028 △ 6,975

そ の 他 経 常 収 益 2,619 1,685 934

経 常 費 用 78,449 69,994 8,455

資 金 調 達 費 用 8,052 9,035 △ 983

（ う ち 預 金 利 息 ） ( 6,575 ) ( 7,097 ) ( △ 522 )

役 務 取 引 等 費 用 2,598 2,344 254

そ の 他 業 務 費 用 504 2,877 △ 2,373

営 業 経 費 37,912 39,617 △ 1,705

そ の 他 経 常 費 用 29,380 16,118 13,262

経 常 利 益 △ 12,270 4,139 △ 16,409

特 別 利 益 606 842 △ 236

特 別 損 失 57,548 326 57,222

税 引 前 当 期 利 益 △ 69,212 4,655 △ 73,867

法人税､住民税及び事業税 50 41 9

法 人 税 等 調 整 額 △ 2,962 1,864 △ 4,826

当 期 利 益 △ 66,300 2,749 △ 69,049

前 期 繰 越 利 益 1,570 1,694 △ 124

中 間 配 当 額 1,071 △ 1,071

利 益 準 備 金 積 立 額 214 △ 214

当 期 未 処 分 利 益 △ 64,730 3,157 △ 67,887
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比較利益処分（損失処理）計算書案

株式会社 紀 陽 銀 行

（単位：百万円）

科 目 平 成 １ ３ 年 度 平 成 １ ２ 年 度 比 較

当 期 未 処 分 利 益 △ 64,730 3,157 △ 67,887

損 失 処 理 額 64,730 64,730－

任 意 積 立 金 取 崩 額 12,383 12,383－

別途積立金取崩額 12,383 12,383－

利 益 準 備 金 取 崩 額 11,953 11,953－

資 本 準 備 金 取 崩 額 40,393 40,393－

計 3,157 △ 3,157－

利 益 処 分 額 1,586 △ 1,586－

利 益 準 備 金 215 △ 215－

第一回優先株式配当金 344 △ 344－
（1株につき7円）

普 通 株 式 配 当 金 727 △ 727－
（1株につき2円50銭）

任 意 積 立 金 300 △ 300－

別 途 積 立 金 300 △ 300－

次 期 繰 越 利 益 1,570 △ 1,570－
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株式会社 紀 陽 銀 行

リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
（単位：百万円）

第１９２期 第１９１期
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） ( )至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

動 産 動 産
取 得 価 額 相 当 額 2,197 2,197
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 1,442 1,072
期 末 残 高 相 当 額 755 1,125

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み法によっております。

（２）未経過リース料期末残高相当額
（単位：百万円）

第１９２期 第１９１期
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） ( )至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

１ 年 内 367 369
１ 年 超 388 755
合 計 755 1,125

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額
（単位：百万円）

第１９２期 第１９１期
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） ( )至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

支 払 リ ー ス 料 369 369
減 価 償 却 費 相 当 額 369 369

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

○未経過リース料
（単位：百万円）

第１９２期 第１９１期
自 平成13年4月 1日 自 平成12年4月 1日（ ） ( )至 平成14年3月31日 至 平成13年3月31日

１ 年 内 5 5
１ 年 超 9 15
合 計 15 20
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株式会社 紀 陽 銀 行

税効果会計

第１９２期（自 平成13年4月1日 至 平成14年3月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（単位：百万円）

繰延税金資産
貸倒引当金 28,901
有価証券償却 24,240
債権売却損失引当金 9,301
退職給付引当金 4,684
その他 2,540

繰延税金資産小計 69,668
評価性引当額 △ 26,450
繰延税金資産合計 43,217
繰延税金負債 －
繰延税金資産の純額 43,217

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失が計上されているため、記載しておりません。
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株式会社 紀 陽 銀 行

役 員 の 異 動
下記のとおり役員の異動を内定いたしましたので、お知らせします。

記
１．代表者の異動

該当ありません

２．その他の役員の異動
（１）昇格予定取締役

該当ありません

（２）昇格予定監査役
該当ありません

（３）新任取締役候補（平成１４年６月２７日付）
こ いで てつ ひこ

常 務 取 締 役 古 出 哲 彦 （現 水資源開発公団 理事）
は やま たかし

常 務 取 締 役 羽 山 喬 （現 ダイダン株式会社 顧問）
おか だ せい い

常 務 取 締 役 岡 田 正 意 （現 日本銀行 人事局参事）
さい か ひとし

取 締 役 雑 賀 均 （現 法人営業部長）

（４）新任監査役候補（平成１４年６月２７日付）
よね さか すすむ

監 査 役 米 坂 享 （現 検査部長）
まつ かわ まさ のり

監 査 役 松 川 雅 典 （現 弁護士法人淀屋橋合同 弁護士）
（社外監査役）

（５）退任予定取締役（平成１４年６月２７日付）
おお た こう い

専 務 取 締 役 太 田 幸 維
おか もと きみ のぶ

専 務 取 締 役 岡 本 公 延 コーナン商事株式会社 執行役員に
就任予定

いし はら まさ ゆき

常 務 取 締 役 石 原 正 之 イーストウェストコンサルティング
株式会社 顧問に就任予定

みや もと やす と

常 務 取 締 役 宮 本 安 人 紀陽リース・キャピタル株式会社
代表取締役会長に就任予定

なか はら たか お

取締役相談役 中 原 隆 雄

（６）退任予定監査役（平成１４年６月２７日付）
あさ い もとむ

監査役（常勤）浅 井 要 紀陽ソフトウェアサービス株式会社
代表取締役社長に就任予定

以 上
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＜新任取締役候補 経歴書＞

昭和２２年１月１８日生古 出 哲 彦
こ いで てつ ひこ

徳島県出身

昭和４５年 ３月 京都大学法学部 卒業
昭和４５年 ４月 大蔵省入省
昭和６２年 ７月 横浜税関総務部長
平成 元年 ６月 宮内庁長官官房主計課長
平成 ４年 ７月 国税庁課税部所得税課長
平成 ６年 ７月 国税庁長官官房総務課長
平成 ７年 ５月 福岡国税局長
平成 ９年 ７月 総務庁人事局次長
平成１１年 ７月 退官
平成１１年 ７月 水資源開発公団理事

昭和２１年７月２２日生羽 山 喬
は やま たかし

大阪府出身

昭和４４年 ３月 関西学院大学経済学部 卒業
昭和４４年 ４月 株式会社三和銀行入行
昭和６３年 ６月 茨木西支店長
平成 ２年 ５月 大東支店長
平成 ４年１０月 恵美須支店長
平成 ８年 １月 東大阪支店長
平成１０年 ５月 ダイダン株式会社 に出向転籍
平成１１年 ６月 同社 取締役大阪本社副代表兼営業統括
平成１２年 ７月 同 取締役業務本部副本部長
平成１４年 ５月 同 顧問

昭和２４年８月１４日生岡 田 正 意
おか だ せい い

大阪府出身

昭和４７年 ３月 東京大学法学部 卒業
昭和４７年 ４月 日本銀行入行
平成 ３年 ５月 電算情報局システム開発課長
平成 ５年 ５月 大阪支店発券課長
平成 ７年 ５月 考査役
平成 ９年 ４月 松江支店長
平成１０年 ７月 考査役
平成１０年１２月 考査局次長
平成１２年 ３月 仙台支店長
平成１４年 ５月 人事局参事
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＜新任取締役候補 経歴書＞

昭和２５年１月４日生雑 賀 均
さい か ひとし

和歌山県出身

昭和４８年 ３月 和歌山大学経済学部 卒業
昭和４８年 ４月 紀陽銀行入行
平成 ４年 ６月 海南東支店長
平成 ６年 ４月 鳳支店長
平成 ８年 ６月 心斎橋支店長
平成１０年１０月 個人業務部長
平成１１年 ６月 業務推進部長
平成１３年 ４月 法人営業部長

＜新任監査役候補 経歴書＞

昭和２６年１０月２１日生米 坂 享
よね さか すすむ

和歌山県出身

昭和４９年 ３月 同志社大学法学部 卒業
昭和４９年 ４月 紀陽銀行入行
平成 ５年 ４月 本店営業部 課長
平成 ６年１０月 総務部 課長
平成 ７年 ６月 審査第一部 課長
平成１０年１０月 総合企画部 副部長
平成１１年 ４月 堀止支店長
平成１３年 ４月 経営管理部長
平成１３年１０月 検査部長

昭和２１年１１月７日生松 川 雅 典
まつ かわ まさ のり

福岡県出身

昭和４４年１０月 司法試験合格
昭和４５年 ３月 京都大学法学部 卒業
昭和４７年 ３月 司法修習終了（修習２４期）
昭和４７年 ４月 弁護士登録（大阪弁護士会所属）

弁護士法人淀屋橋合同

＊松川 雅典氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」
第１８条第１項に定める社外監査役候補。


